
行財政改革アクションプラン2020集中改革項目　進捗報告（令和5年度末時点）

※市民サービスに関する取組には「市民」に○印

　庁内の効率化・合理化、財政改革に関する取組には
「庁内」に○印を付けています。


市民 庁内

協働人権課

市民や市民公益活動団体などとの協働によるまちづくりを定めた
「藤井寺市協働のまちづくり基本指針」を令和4年3月に改定した。
また市民参加、市民参画を行政が適切に行えるよう「職員のため
の市民参加手続きマニュアル」を策定した。

ｰ S

福祉総務課

個人ボランティアの登録者数増加を目指して、社会福祉協議会と
協議しながら、市民の多様なボランティア活動を促進するボラン
ティアセンターについての周知や啓発に取り組んできた。
現時点では、現在の市ホームページや広報誌を活用した周知・啓
発が効果的であると考えている。
新たに参考となる事例等が出てきた場合には、改めて検討するこ
ととする。

ｰ S

1-2 市民等と行政の相互理解の推進 タウンミーティングの実施
より一層、市政に市民の声を反映し、協働のまちづく
りを推進するため、多様な方法によるタウンミーティ
ングの実施を検討します。

○ 協働人権課

市民から直接意見をお聞きするタウンミーティングに関しては、オ
ンラインや関係団体・企業を巻き込んだ手法、地区会館への訪問
など、様々なテーマ、対象者、手法を凝らしながら実施した。引き
続き、市民目線に立ったまちづくりを目指し、市民から市政へのご
意見を直接お聞きするタウンミーティングを継続して実施していく。

ｰ S

1-3 民間活力の活用 直営部門の見直し

民間事業者のノウハウを活用することにより、市民
サービスの向上と経費節減に繋がる業務について
は、事業の見直し、アウトソーシングの促進を検討し
ます。
（例）窓口業務アウトソーシング・会計室歳入業務委
託・市民病院医事担当事務の民間委託・人事給与
事務の民間委託

○ ○ 行財政管理課
令和4年度に行った試算の結果、「市民課業務委託」及び「会計室
業務委託」のどちらの項目においても効果額の創出には至らな
かった。

0 S

1-4 企業等との連携
大阪府公民戦略連携デスク等との連携による
企業とのコラボレーション

「地域の活性化」・「社会の課題の解決」・「新しい価
値の提供」を目指して、大阪府公民戦略連携デスク
等と連携し、企業とのコラボレーションを検討します。

○ ○ 政策推進課

令和4年度に引き続き、大阪府公民戦略連携デスクや大阪スマー
トシティパートナーズフォーラムとの連携も維持しながら、多くの企
業との連携や市の事例紹介による情報発信を進めることができ
た。特に観光・健康・健康分野においては、講座の開催や市民イ
ベント等へのブース出展など、市民サービスの充実にも予算面の
削減にも取り組むことができた。
また、各課においても公民連携を用いた事業実施検討についての
意識も徐々に醸成されてきており、公民連携パートナーシップデス
クへ相談なども行わるような動きがでてきている。

30,595 B

行財政管理課
複合施設の整備検討部会に部会員として参画し、複合施設化の
検討状況を部会で共有するとともに、複合施設化を実施する場合
と見送った場合の導入スケジュールについて整理を行った。

0 B

スポーツ振興課
指定管理者制度導入について課題を洗い出し、内容の精査や、
関係各課との情報の共有に努めた。

0 B

図書館
指定管理者制度導入について課題を洗い出し、内容の精査や、
関係各課との情報の共有に努めた。

0 B

無償、有償のボランティア活動等の活性化を図ると
ともに、市民や市民公益活動団体との連携による、
市行政へ参画していただくあり方を検討します。

ボランティア活動等の活性化や行政との協働
の推進

市民等と行政の相互理解の推進1-1

市民サービスの向上と経費節減を目指し、市民総合
体育館・市立図書館の指定管理者制度導入を検討
します。

指定管理者の新規導入1-5 指定管理者制度の適正な運用

取組分類※
R5評価

R5年度効果額
（千円）

R5総括取組中心課（室）取組内容取組項目方針項目番号

取組方針１　協働によるまちづくり

○

○ ○

【R5効果額につい

て】

令和5年度末時点

で効果額を算出で

きない項目につい

【R5評価について】

S：実施（検討）済である

Ａ：目標を上回った

B：おおむね目標通りで

あった

C：状況の変化等により
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市民 庁内

取組分類※
R5評価

R5年度効果額
（千円）

R5総括取組中心課（室）取組内容取組項目方針項目番号

1-6 指定管理者制度の適正な運用 非公募施設を次回更新時に公募に変更
非公募制にて指定管理者更新している施設につい
て、公募制での指定管理者更新を検討します。

○ 行財政管理課
令和3年度に藤井寺駅南駐輪駐車場の指定管理者候補者を公募
により選定した。

3,190 S

1-7 ごみ減量化の推進 ごみ収集業務の民間委託
今後の現業職員数の状況等を踏まえながら、ごみ収
集業務の民間委託を検討します。

○ 環境衛生課
ごみ収集業務の民間委託による試算結果として、効果額の創出
には至らなかった。
今後は現業職員数の状況等を注視し、必要に応じて再検討する。

0 S

1-8 ごみ減量化の推進 ごみの減量化
分別品目の拡大や市民及び事業者の積極的な協力
を促しリサイクル活動を推進するなど、廃棄物の発
生抑制と再資源化について検討します。

○ 環境衛生課

・不用品買い取りの一括査定サービス「おいくら」と連携しリユース
促進に取り組んでいる。
・ペットボトルの水平リサイクルに関する協定を締結し、R6年度よ
り水平リサイクルを行う。
・民間企業と協定を締結し、令和6年度に家庭から排出される使用
済み食用油を収集し、バイオ燃料(SAFを含む)にリサイクルするた
めの実証実験を行う。
・食品ロスに係るステークホルダーと連携等を行い周知活動を継
続。
・プラスチックごみの分別収集及びリサイクルについて、柏原市と
羽曳野市及び柏羽藤クリーンセンターと実施に向けた協議を行っ
ている。

ｰ B

2-1 予算編成方法の見直し
一般財源ベースによる予算要求の実施とシー
リング方式の適用

限られた財源を効率的、効果的に配分するため、一
般財源ベース・シーリングによる予算要求方式を取り
入れるなど、予算編成方法の見直しを検討します。

○ 行財政管理課

令和3年度当初予算編成以降、経費を分類しシーリングを実施す
ることで歳出額の削減を図っている。しかし、これまでどおりの
シーリング手法による％カットだけでは削減の限界に近付いてい
ると認識しており、これ以上の削減が困難な状況が想定されるこ
とから、より効果的な予算編成手法を検討する。

0 B

2-2 予算編成方法の見直し 基準外繰出金の抑制
繰出基準以外の公営企業会計の財源不足を補填す
るための一般会計からの繰出金抑制を検討します。

○ 行財政管理課 項目番号２－１に含む

2-3 予算編成方法の見直し 市単独事業の徹底的な見直し
今般の財政状況をかんがみ、事業の選択と集中を
図るため、市単独事業の徹底的な見直しを検討しま
す。

○ ○ 行財政管理課
令和3年度以降、継続的な行財政改革の取組として事業見直しに
毎年度取り組んでいる。一定の見直しにはつながったものの、現
在の手法では限界にきていることから、新たな手法を検討する。

項目2-1に含む B

2-4 予算編成方法の見直し 行政改革推進債の活用

公共施設等の整備を円滑に実施するために、行財
政改革の取組によって生まれる財政負担の軽減範
囲で通常の地方債に加えて発行する地方債である
「行財政改革推進債」の活用を検討します。

○ 行財政管理課 項目番号２－１に含む

行財政管理課
今後の動向を注視し、引き続き基金の新たな運用方法について
検討する。

0 C

会計室
証券会社等から情報収集を行うとともに、安全で確実な基金の保
管を行った。

0 B

予算編成方法の見直し2-5
債権による基金の運用やラダー型運用など、預金に
代わる基金の新たな運用方法について検討します。

基金の運用 ○

取組方針２　持続可能な財政基盤の確立
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市民 庁内

取組分類※
R5評価

R5年度効果額
（千円）

R5総括取組中心課（室）取組内容取組項目方針項目番号

2-6 予算編成方法の見直し 健全財政の条例化
健全な財政運営を確立するための条例制定を検討
します。

○ 行財政管理課
令和3年度に、当該条例の制定を行った自治体へ視察に行った。
条例制定によるメリット、デメリットの調査研究を行いながら、今後
の財政状況を注視し、実施時期等の検討を進める。

ｰ B

行財政管理課

単に歳入確保を目指すのもではなく、災害時等の寄付受け入れ
窓口の拡充として、令和3年8月からメルカリ寄付を開始した。ま
た、新たな返礼品の開拓等の取組や、関係課と庁内連携により
行っていくための体制を整える検討を行った。

1 B

政策推進課
GCFの活用を希望するプロジェクトを抽出したところ、R6年度に活
用の希望があったため、現在関係課と連携しながら、より多くの寄
付を集められるよう内容の検討を行っている。

0 B

商工労働課

新規返礼品開拓を行い、35品追加。
オンラインワンストップ申請利用促進メールによる寄附者への周
知を行い、利便性向上を図った。
チャンネルの拡充（ふるラボ）

62,407
（4月から2月のR2寄附
金額とR5寄附金額の差

124,814千円）

A

資産活用課

AED無償設置事業については、令和5年に設置事業者と契約を行
い設置が完了した。しかしながら、広告枠に空きがあり、市として
も本事業の継続に協力していくため、HP及び広報にて広告主募
集の記事を掲載した。
また、新たな広告主の確保については、施設更新等のタイミング
に合わせたネーミングライツの実施可否について、実施自治体へ
の調査を進めている。

528 B

行財政管理課
ごみ収集日カレンダーについては、広告入りの無償提供を受ける
ことができ、環境衛生課において、令和4年度以降276,760円の歳
出予算削減となった。

277 S

2-9 積極的な財源の確保 広告入り刊行物の調達
市刊行物は原則すべて広告入りとすることで、歳出
削減を目指した取組を検討します。

○ 秘書広報課
広報紙の広告について、カラーの出稿が可能なよう、R5年度の仕
様書を変更。R6年3月現在で、R4決算額と比べ、246488円の歳入
増となっている。

246 S

行財政管理課 項目番号２－８に含む

契約検査課 項目番号５－７に含む

魅力ある返礼品の充実やリピーターの確保、収納
チャンネルの拡充など、更なるふるさと納税の推進
を検討します。また、広く賛同される魅力的なプロ
ジェクトを企画するなど、クラウドファンディング手法
による財源の確保の促進を検討します。

ふるさと納税、クラウドファンディングの推進積極的な財源の確保2-7

新たな広告媒体の確保や安定した広告主の確保な
ど、徹底的な広告収入の確保を検討します。

広告収入の徹底的な確保積極的な財源の確保2-8

広告入りの共通事務用品や用紙を導入し、安価での
物品購入・広告費の確保について検討します。

広告収入による物品の調達積極的な財源の確保2-10

○ ○

○

○
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市民 庁内

取組分類※
R5評価

R5年度効果額
（千円）

R5総括取組中心課（室）取組内容取組項目方針項目番号

2-11 積極的な財源の確保 公共施設等駐車場有料化
自主財源の確保と受益者負担の観点から、公共施
設等の駐車場有料化を検討します。

○ ○ 行財政管理課

令和4年8月より市役所本庁舎、市民総合会館について、駐車場
の有料化が実施された。両施設それぞれ駐車場の土地貸付とし
て月額165,000円の賃借料を獲得している。また、本庁舎駐車場
有料化に伴う駐車場警備員の委託料削減にもつながった。

4,963 S

2-12 積極的な財源の確保 徴収率の向上策
徴収率の向上を目指して、収納チャネルの拡充や債
権管理室の設置、弁護士等の債権回収アドバイ
ザーの配置などを検討します。

○ 行財政管理課

債権管理に関する研修を令和5年8月と11月に実施したとともに、
債権管理マニュアルを令和5年度中に制定するため、庁内の調整
を行った。
また、保育幼稚園課と連携を行い、保育所利用者負担額の徴収
を強化した。

保育所利用者負担額過年度分徴収額
R2　2,412,800円
R3　1,270,200円
R4　3,907,995円
R5　6,778,219円（R6.2月末時点）

4,365
（R2とR5の保育所利用
者負担額過年度分徴収

額の差）

A

2-13 人件費の抑制 職員数の抑制
業務の効率化と並行して、職員および会計年度任用
職員の抑制について検討します。

○ 人事課

病院スタッフの動向をみながら、正職員については、定員適正化
計画を踏まえつつ令和6年度の新規採用を行った。会計年度任用
職員については、各課ヒアリングを行い、人員数の適正化を進め
た。
この他、正職員数の抑制に努めるため、令和5年度において事務
職を対象に定年前の早期退職者の募集を行った。

179,226 B

2-14 人件費の抑制 時間外勤務の抑制

業務の効率化による時間外勤務の抑制に取り組む
とともに、時間外勤務の際の新たなルールを検討し
ます。
（例）事前命令の徹底・ノー残業デーの完全適用等

○ 人事課
時間外勤務の抑制に向け、管理職向けのワークライフバランス推
進ガイドラインの作成を進めている。

0 B

2-15 人件費の抑制 福利厚生事業の見直し
福利厚生事業の見直し等により、職員厚生会への
補助割合の見直しを検討します。

○ 人事課
職員厚生会への補助金について、R6年度の予算要求を見送り、
見直しの検討は完了した。

0 S

2-16 人件費の抑制 特殊勤務手当等の見直し
近隣市等の状況を踏まえながら、特殊勤務手当等
の見直しを検討します。

○ 人事課
大阪府からの給与実態調査ヒアリングにおいて指摘事項もなく、
令和5年度までに現状必要な見直しを行っているため、取組は完
了している。

0 S

2-17 人件費の抑制 特別旅費の見直し
定額で支給している宿泊費について、実費ベースで
の金額見直しを検討します。

○ 人事課
特別旅費について、来年度の予算においてはヒアリングを実施
し、精査のうえ査定した。

0 B

行財政管理課
毎年度、定員適正化計画の進捗状況を踏まえつつ、退職手当債
活用の必要性について、人事課との協議・検討を行っている。

ｰ B

人事課
市民病院の廃院に伴い大量に発生する早期退職者等の退職手
当について、令和5年度もしくは令和6年度の退手債の活用に向け
た協議を行った。

ｰ B

2-19 市有財産の有効活用 定期借地料収入、固定資産税収入の確保
公共施設等への民間誘致による、定期借地料収
入、固定資産税収入の確保を検討します。

○ 資産活用課
(イオンモール株式会社との事業用定期借地料について)
事業用定期借地権設定契約に基づき、徴収している。

16,910 S

人件費の抑制2-18 ○
単年度での歳出を平準化するため、退職手当債の
活用を検討します。

退職手当債の活用
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市民 庁内

取組分類※
R5評価

R5年度効果額
（千円）

R5総括取組中心課（室）取組内容取組項目方針項目番号

2-20 市有財産の有効活用 売却可能財産の売却（動産・不動産）
市の財産の有効活用を徹底し、売却可能財産につ
いては売却を検討します。

○ 資産活用課

動産については、インターネットオークションにより不要物品の売
却を行った。不動産については、不要な法定外公共物（旧里道
敷）の売却を実施した。また、売却中の藤井寺西小学校西側倉庫
については、建物の老朽化による周辺への影響を考慮し除却し
た。

885 B

2-21 受益と負担の明確化 使用料・手数料等の見直し
受益者負担の公平性を確保し、適正な料金となるよ
う見直しを検討します。

○ ○ 行財政管理課
物価が高騰している現状において、使用料・手数料の見直し（値
上げ）による市民生活への影響は避けられず、社会経済情勢の
動向を注視している。

0 B

観光課

アイセルシュラホールを使用料の徴収が可能な体験コンテンツ等
を提供できる観光拠点施設として整備するため、条例および規則
を改正し、アイセルシュラホールの所管を市長部局へ移管する手
続きを進めている。

0 B

文化財保護課
整備基本計画の中での、協力金という観点からの使用料徴収方
法、整備方法の検討を行っている。

0 B

2-23 補助金（負担金）の見直し 補助金制度の見直し
市から各団体へ支出している補助金について、提言
書に基づいた再度の見直しを検討します。

○ ○ 行財政管理課 項目番号２－３に含む

2-24 補助金（負担金）の見直し 負担金の見直し
年会費的な負担金について、費用対効果などの側
面から見直しを検討します。

○ 行財政管理課 項目番号２－３に含む

2-25 補助金（負担金）の見直し 一部事務組合への負担金の見直し
市から支出する負担金について、市の予算査定と同
等の査定を実施し、見直しを検討します。

○ 行財政管理課 項目番号２－１に含む

2-26 補助金（負担金）の見直し 外郭団体のあり方検討
外郭団体の自主的な財政運営を支援し、あり方につ
いて検討します。

○ 行財政管理課

近隣市の状況等を調査研究の結果、外郭団体の自主的・自立性
を高めるため、団体に対する市の関与は最小限に留めるべきと考
えている。
総務省が令和4年12月に公表した「第三セクター等について地方
公共団体が有する財政的リスクの状況に関する調査結果の概
要」において、相当程度の財政的リスクが存在する第三セクター
等との関係を有する地方公共団体に対し経営健全化の策定と、
それに基づく取り組みの着実な実施を要請されることになるが、
現状、本市の外郭団体は当該基準に該当していないことをもっ
て、健全性を確認している。
今後、基準に抵触するような場合、必要なチェック機能を働かせら
れるよう状況を注視する。

ｰ S

世界遺産関連施設整備やスポットを創出し、使用料
徴収による歳入確保について検討します。

世界遺産関連使用料の徴収受益と負担の明確化2-22 ○ ○
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市民 庁内

取組分類※
R5評価

R5年度効果額
（千円）

R5総括取組中心課（室）取組内容取組項目方針項目番号

資産活用課
ESCO事業については導入開始から３年を迎え、これまでに得ら
れた機器の効率的な運用方法とそのノウハウにより、今後におい
ても安定した光熱水費の削減効果が得られる見込みである。

ｰ S

環境衛生課

電気・ガス使用量については、ESCO事業実施前の令和2年度と
比較して、令和3年度は電気：約3%、ガス：約25%削減、令和4年度
は電気：4%、ガス：27%削減できており、ESCO事業による効果は一
定出ていると考えられる。

ｰ S

施設所管課

資産活用課
全施設について、ESCO事業の導入検討を行った。事業可能施設
については、ESCO事業導入済み。

ｰ S

環境衛生課 関係課と設備更新対象施設について情報交換を行った。 ｰ S

施設所管課

総務課 項目番号３－２、５－６、５－１２に含む - S

情報政策課
各課のオンライン手続き作成サポートの継続。
令和5年度オンライン手続き件数：178件（令和5年度上半期）
職員向け研修実施：年に1回

ｰ S

人事課 項目番号２－１３に含む

総務課
R6年度からの電子決裁システム導入に向けて、システム業者と
の協議を進めている。
また、運用マニュアル、規則改正等の案を策定している。

- S

政策推進課
令和6年度の導入に合わせ、運用ルールや必要な例規改正を行
うため、関係課と調整を行っている。

0 S

情報政策課 令和6年度からの運用に向けて関係課と調整中。 0 S

ICTの活用による市民の利便性の向上と業務の見直
し及び効率化を推進し、人件費、物件費（紙代等）の
削減を検討します。

ICTの活用による市民サービスの向上及び業
務改善

ＩＣＴの活用による事務改善3-1

ペーパーレス化と事務の効率アップを目指して、電
子決裁の導入を検討します。

電子決裁の導入ＩＣＴの活用による事務改善3-2

○ ○

取組方針３　事業・施設の最適化

2-27

2-28 ○

○
ＥＳＣＯ事業の推進による省エネ効果からの光熱水
費の削減について検討します。

省エネ効果による光熱水費の削減ＥＳＣＯ事業の推進

ＥＳＣＯ事業の推進 ESCO事業による財政負担の軽減、平準化
財政負担の軽減と平準化のため、ＥＳＣＯ事業の推
進について検討します。

○
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市民 庁内

取組分類※
R5評価

R5年度効果額
（千円）

R5総括取組中心課（室）取組内容取組項目方針項目番号

資産活用課 コンビニ交付導入済み。 ｰ S

税務課
コロナ禍における非対面・非接触の推進や市民サービスの向上
目
的のため、計画どおり遅滞なくサービスを開始することができた。

ｰ S

政策推進課

コンビニ交付サービスの開始に加え、オンライン窓口が導入され
たこと、またコロナ禍における非接触・非対面の推進のため、土曜
窓口サービスのあり方を検討し、令和4年6月末での終了を決定し
た。
市民サービスの向上と職員の働き方改革を同時に実施すること
ができ、政策推進課所管項目については令和4年6月の土曜窓口
サービスの終了をもって達成される予定。ただし、実施時期が次
年度となるため、取組効果額は次年度から現れることになる。

1,834 S

情報政策課
当初の予定通り令和3年12月からコンビニ交付サービスを開始す
ることができた。

ｰ S

市民課
コロナ禍のおける非対面・非接触の推進や市民サービスの向上
目的のため、計画通り遅滞なくサービスを開始することができた。

ｰ S

生涯学習課

市民課及び観光課など関係課に、令和6年度以降の市民課業務
について、確認を実施した。令和6年3月31日をもって生涯学習セ
ンターでの住民票等発行業務は、終了することとなった。また、代
替機能としてのマルチコピー機の設置についてもあわせて検討さ
れたが、導入はせず、コンビニによる交付サービスの周知や市の
オンライン予約サービスによる対応を行っていく旨を確認した。

ｰ S

3-4 ＩＣＴの活用による事務改善 ＲＰＡ・ＡＩの活用
市の定型業務を自動化することで業務の効率化とミ
スの発生防止を目指す、RPA・AIの活用について検
討します。

○ 情報政策課

RPA:毎月の伝票作成業務を自動化することで業務効率化を図っ
ている。また、令和7年度の標準化実装後に、収納業務の自動化
ができるように収納関係課職員が自主的にチームを結成しシステ
ム連携をするためのシナリオの作成、及び技術を習得中。

192 B

3-5 ＩＣＴの活用による事務改善 リモート技術の活用
オンサイトで実施していた会議や研修会にリモート技
術を活用することで、移動の時間やコスト負担の削
減について検討します。

○ 情報政策課

自治体間のみならず民間企業とのweb会議も増加。藤井寺市が
ホストとして開催する会議も増加してきたので比較的利用しやす
いzoomのライセンスを1アカウントから2アカウントに変更し、web
会議環境の整備を実施した。
少なくとも一週間で10回程度はweb会議（セミナー含む）が利用さ
れている。

ｰ S

3-3

マイナンバーカードを利用して、住民票等の証明書
をコンビニ等のマルチコピー機で発行できるサービ
スの導入を検討します。それに伴って、同様のサー
ビスのあり方を検討します。
（例）サービスコーナー見直し・土曜窓口サービス見
直し・支所機能移転

住民票等のコンビニ交付の導入ＩＣＴの活用による事務改善 ○ ○
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市民 庁内

取組分類※
R5評価

R5年度効果額
（千円）

R5総括取組中心課（室）取組内容取組項目方針項目番号

資産活用課

現施設の耐震化と複合化実施にかかる費用や期間を比較した中
で、現施設の耐震改修を実施する判断に至った。
複合施設化の検討については、再編基本計画上の中期もしくは
長期の間に検討時期を修正した上で、社会情勢の変化による建
設費高騰への影響や市の財政状況等を注視しながら、実施時期
や新たに獲得できる財源について調査検討を続けていく。

ｰ B

スポーツ振興課
令和６年２月５日第４回公共施設マネジメント推進本部会議にお
いて、先に現施設の耐震化を進めるものとし、複合化については
引き続き調査検討を行っていくこととされた。

ｰ B

図書館
令和６年２月５日第４回公共施設マネジメント推進本部会議にお
いて、先に現施設の耐震化を進めるものとし、複合化については
引き続き調査検討を行っていくこととされた。

ｰ B

資産活用課
対象となり得る施設の検討、事例調査を実施したが、Park-PFIの
対象となる規模の公園はなかった。

ｰ S

農とみどり保全課
実施に向けた可能性の検討・他市の動向の調査等を行ったが、
本市の公園規模では効果を得られるような、事例は特に見当たら
なかった。

ｰ S

資産活用課
柏原市、羽曳野市と公共施設に関する柏羽藤広域連携検討会議
にて、公共施設の広域での相互利用・相互所有の検討に係る情
報共有に取り組んでいる。

ｰ B

政策推進課
課題を共有し、各市の公共施設ＦＭ担当を交えての再検討を行っ
ており書面会議を開催した。今後も情報共有を行い、相互利用・
相互所有の促進について検討を続ける。

ｰ B

資産活用課 対象となり得る施設の検討、事例調査を実施している。 0 B

行財政管理課

セールスアンドリースバック方式やLABV等の新しい資金調達の
手法について調査研究を行ったが、現在の本市には対象となり得
る施設がなかった。公共施設整備にかかる他の有効な資金調達
手法について引き続き検討を行う。

0 B

3-10 ファシリティマネジメントの推進 公共施設運営権（コンセッション）の活用検討

利用料金の徴収を行う公共施設について、所有権を
公共主体が有したまま、施設の運営権を民間事業
者に設定する「公共施設運営権（コンセッション）」の
活用を検討します。

○ ○ 資産活用課
コンセッション事業の導入について、現状では本市において対象
となりうる施設がない。

ｰ S

市民総合体育館、図書館、スポーツセンターの複合
施設化について検討します。

市民総合体育館、図書館、スポーツセンター
の複合施設化の検討

ファシリティマネジメントの推進3-6

民間事業者の資金やノウハウを活用して都市公園
の魅力を向上させ、より市民に喜ばれる都市公園と
するため、公募設置管理制度（park-PFI）の活用を検
討します。

都市公園の有効活用（プチpark-PFI）ファシリティマネジメントの推進3-7

維持管理費の削減や市民サービス向上を目指して、
公共施設の広域での相互利用・相互所有の促進を
検討します。

公共施設の広域での相互利用、相互所有の
促進

ファシリティマネジメントの推進3-8

資金調達の手法として、セールスアンドリースバック
方式などの新たな手法について検討します。

公共施設整備にかかる、さまざまな資金調達
手法の検討

ファシリティマネジメントの推進3-9

○ ○

○ ○

○

○ ○
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市民 庁内

取組分類※
R5評価

R5年度効果額
（千円）

R5総括取組中心課（室）取組内容取組項目方針項目番号

資産活用課
施設所管課を中心に検討が進められており、必要に応じて打ち合
わせを実施している。

保育幼稚園課

R5.3.29：第1回市立幼稚園・保育所運営部会開催
→検討部会の立ち上げ
R5.7：道明寺こども園保護者アンケート（第1回）実施
R5.8.22：第2回市立幼稚園・保育所運営部会開催
→市の教育・保育環境を取り巻く現状と課題の把握について議事
実施
R5.11：道明寺こども園保護者アンケート（第2回）実施
R5.12：市認定こども園推進本部による「幼保連携型認定こども園
移行による効果検証」実施（書面開催）
R5.12.27：第3回市立幼稚園・保育所運営部会開催
→市の教育・保育環境を取り巻く課題の解決方法について議事実
施
R6.1.31：第4回市立幼稚園・保育所運営部会開催
→今後の目指す方向性について議事
R6.2.27：第5回市立幼稚園・保育所運営部会開催
→答申（案）について議事
R6.3.27：第33回子ども・子育て会議開催（予定）
→市立幼稚園・保育所運営検討部会で審議・検討した答申（案）を
上部組織の子ども・子育て会議に報告（予定）
R6年度上半期：藤井寺市立幼稚園・保育所再編実行計画後期計

ｰ B

資産活用課
令和6年3月末での廃院が決定済み。今後の方向性については、
市民病院廃院総合調整室において検討を進めている。

市民病院廃院総合
調整室

市民病院のあり方検討については、令和3年4月より市民病院事
務局内に「市民病院あり方検討室」を設置して開始した。
　令和3年度においては、市民病院改革プランを策定する傍ら、主
に経営改革を中心に検討を行ったが結論を得ず、令和4年7月1日
より検討室を市長直下の臨時機構として再編し、全庁的検討体制
を敷いたうえで施設の老朽化対策、経営方法、民間活用、統合再
編など、あらゆる方向性を包含した総括的検討を行った。この検
討は、外部委員により構成される「市立藤井寺市民病院あり方検
討委員会」によって行われ、市民病院存続の可能性を模索する
も、抜本的な解決案を得ることはできなかった。
令和5年度に入り、医師不足の顕在化による診療の一部制限が
始まるなどしたことから、これ以上、病院経営を継続させていくこと
は困難となり、また、地域医療構想を始めとした現行の医療施策
に適合することも難しい状況であった。
こうした過程を経て、令和5年6月28日に委員会より答申が提出さ
れ、これを受け、市では廃院を前提とした必要な機能の移転案を
基本方針案としてまとめ、市民説明会など行った後、9月5日に同
基本方針を策定、9月議会において市民病院の廃院に関する条
例案が可決された。これをもって令和6年3月31日の廃院が決定、
あり方検討を完了したものである。

0 S

資産活用課
施設所管課を中心に検討が進められており、必要に応じて打ち合
わせを実施している。

教育総務課
学校教育課

道明寺南小学校での学校運営協議会の議論を参考に、検討を進
めている。また、児童生徒数からの統廃合も検討しているが、現
時点での各校の児童生徒数は国が示している適正規模であるこ
とを確認した。

ｰ B

3-14 地方公会計の活用 セグメント分析の実施
施設別や事業別等をより細かい単位で財務書類を
作成し、コスト等の分析の実施を検討します。

○ 行財政管理課

財務会計システム上の事業単位での分析を行った結果、地方公
会計のセグメント分析と類似していることから、改めて地方公会計
による財務諸表を用いたセグメント分析をする必要はないと考え
ている。
一方、固定資産台帳の作成による減価償却費の把握は、公共施
設の老朽化を測る指標として活用できることから、資産活用課が
とりまとめる公共施設カルテに減価償却費を追加し、フルコストで
の把握を実施することとした。

ｰ S

3-11

自治体病院の経営形態等が多様化している中、最
適な病院のあり方について検討します。

市民病院のあり方検討ファシリティマネジメントの推進3-12

学校が地域コミュニティの拠点施設となり、地域に根
差した教育活動ができるよう、市立小中学校のあり
方や適正規模、適正配置について検討します。

小中学校の適正な施設数への見直し
学校のあり方や適正な施設数に
ついて

3-13

最適な保育所・幼稚園のあり方を検討します。公立保育所、幼稚園のあり方検討ファシリティマネジメントの推進 ○ ○

○ ○

○ ○
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市民 庁内

取組分類※
R5評価

R5年度効果額
（千円）

R5総括取組中心課（室）取組内容取組項目方針項目番号

3-15 地方公会計の活用
行政評価の実施による、事業の徹底的な見
直し

市が実施する行政サービスの必要性、効率性、成果
などの視点から客観的に評価し、改善につなげ、見
直しの実施を検討します。

○ 行財政管理課 項目番号２－３に含む

政策推進課
国の動きや社会潮流、第六次総合計画に掲げた目標を達成する
ために、組織機構改革の検討を行い、12月議会において議決を
得たため、例規やその他必要な改正を行っている。

ｰ S

人事課 項目番号２－１３に含む

政策推進課
国や府の動向に合わせ、必要な組織体制を整備した。
引き続き、社会情勢の変化や市民ニーズ、行政課題に応じて、プ
ロジェクトチームやタスクフォース等の横断的な組織を活用する。

ｰ S

人事課 項目番号２－１３に含む

4-3 人員の適正化 適正化計画に基づく職員採用
現状に合わせた適正化計画を策定し、計画に基づい
た採用について検討します。

○ 人事課 項目番号２－１３に含む

4-4 人員の適正化 定期的な人事異動の実施
各職員が持つ知識やスキルを横展開し、各部署の
活性化のため、定期的な人事異動の仕組み（ルール
作り）について検討します。

○ 人事課

人材育成基本方針の見直しに向けて、仕事のやりがい、職場環
境、研修、人事制度などについて、職員の意識や行動を調べるた
めの職員意識調査の実施をするため、課題の洗い出しについて
検討を行った。

ｰ C

4-5 人材の確保と育成 適材適所への人材確保
優秀な人材の確保機会の拡大と必要な部署へ必要
な人員の柔軟な配置を検討します。

○ 人事課 項目番号２－１３に含む

4-6 人材の確保と育成 職員のスキルアップ研修の充実
職員のスキルアップを目指し、研修の充実について
検討します。

○ 人事課
実施済の研修について適宜アンケートを行い、効果測定を行うと
ともに、来年度の研修について企画立案を行った。

ｰ B

4-7 人事評価制度の充実 人事評価の活用
職員のモチベーションアップや組織の活性化を目指
して、人事評価制度の更なる活用について検討しま
す。

○ 人事課
新制度の導入に向けて検討を行うとともに、今年度より、評価誤
差の軽減を図り、公正な運用を確保するため、部内において評価
者間における評価の調整を行う調整者会議を導入した。

ｰ B

4-8 人事評価制度の充実 再任用制度のあり方検討
定年延長化の動向も踏まえ、能力及び経験が十分
にいかされる再任用制度の確立と総人件費の抑制
のため、再任用制度のあり方について検討します。

○ 人事課 本人への意向調査も行いながら、適材適所の配置を行った。 ｰ B

4-1 効率的な組織体制の構築
組織機構（部、課・室、担当の数）の見直しに
よる管理職数の抑制

よりスリムで効率的な組織体制を構築し、管理職数
の抑制についても検討します。

兼務やプロジェクトチーム等の活用により、スリムで
効率的な組織体制を構築し、職員数の削減について
も検討します。

兼務、プロジェクトチーム等による組織のスリ
ム化、職員数の削減

効率的な組織体制の構築4-2

取組方針４　組織の活性化

○

○
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市民 庁内

取組分類※
R5評価

R5年度効果額
（千円）

R5総括取組中心課（室）取組内容取組項目方針項目番号

政策推進課
各課が抱える課題の把握や業務効率化に向けた課題抽出に努
め、企業とのマッチングを図った。
引き続き、公民連携手法での業務効率化を検討していく。

ｰ B

人事課 項目番号２－１４に含む

協働人権課
ワークライフバランスに配慮した職場環境の整備のため、「男性育
休」をテーマとした職員向けの啓発媒体を作成した。

ｰ S

政策推進課
各課が抱える課題の把握や業務効率化に向けた課題抽出に努
め、企業とのマッチングを図った。
引き続き、公民連携手法での業務効率化を検討していく。

ｰ B

人事課
現状、勤務管理システムの導入により、業務効率化が進んだこと
から、取組は完了している。

ｰ S

5-1 その他の行財政改革に関する取組警備体制の見直し（機械警備化）
市民総合体育館の有人警備を機械警備へと見直し
を検討します。

○ スポーツ振興課 令和4年度から機械警備を実施している。 ｰ S

資産活用課
公共施設・インフラ施設調査を実施し、維持管理費の動向につい
て調査している。

ｰ S

行財政管理課 項目番号２－３に含む

5-3 その他の行財政改革に関する取組マスコットキャラクター事業の見直し
マスコットキャラクターの事業の費用対効果をふま
え、事業の見直しを検討します。

○ 観光課

イベント時の「まなりくん」の露出、および、「まなりくん」Ｘ（旧ツイッ
ター）の更新を積極的に行っている。また、マスコットキャラクター
事業にかかる経費である（一社）日本ご当地キャラクター協会へ
の負担金の支払を見直した。

6 S

5-4 その他の行財政改革に関する取組定期購読冊子・図書購入の抑制

庁内で定期購読している冊子や各課で保有している
図書を共有し、原則複数課での購読を認めないな
ど、定期購読冊子や図書購入の抑制について検討
します。

○ 行財政管理課 項目番号２－３に含む

5-5 その他の行財政改革に関する取組公用車台数の抑制
公用車の保有の仕方を含め、公用車台数の抑制に
ついて検討します。

○
総務課
公用車保有課

令和３・４・５年度中に年式の古い公用車から一定数の削減を実
施した。
同時に、排気ガス排出量の削減にもつながった。

252 S

ワーク・ライフ・バランスに配慮し
た環境の整備

4-9

補助的業務のアウトソーシング化なども視野に入れ
つつ、職員が政策立案業務に注力することで、市民
サービスの向上によりつながる働き方について検討
します。

政策立案業務へのシフト
ワーク・ライフ・バランスに配慮し
た環境の整備

4-10

市から発注する各種計画策定業務・施設の維持保
全・保守業務等に関する委託業務を見直し、各種特
定財源の確保や委託料の削減について検討しま
す。

委託業務の見直し

業務の効率化を進めつつ、超過勤務等に対する所
属長及び管理職員の責務を再認識し、ワークライフ
バランスに配慮した職場環境の整備を検討します。

働き方改革の推進

その他の行財政改革に関する取組

○

○

○その他の行財政改革に関する取組5-2
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市民 庁内

取組分類※
R5評価

R5年度効果額
（千円）

R5総括取組中心課（室）取組内容取組項目方針項目番号

総務課

ＰＰＣ用紙については、コロナ禍の影響により事業等が縮小された
ことなどの理由により全体使用量は微減した。さらに、補助事業で
のPPC用紙使用について、補助金等による執行を徹底するなど、
担当課の意識が定着するよう注意を促した。
今後、各部配当（再配当による）へ移行することとし、発注から管
理を各部課が担うことを全庁的に周知した。

140 S

行財政管理課 項目番号２－３に含む

5-7 その他の行財政改革に関する取組
職員が使用する事務用品（ボールペン、電
卓、ホッチキス等）の購入の抑制

現在ある事務用品の無駄のない利用や、庁内での
共有などにより、事務用品購入の抑制について検討
します。

○ 契約検査課
庁内共有の手法について検討を行い、方向性を決定した。
令和4年度に庁内への通知を行い、事務用品の課・室間の共有を
図っている。

ｰ S

5-8 その他の行財政改革に関する取組駅前交通巡視員の見直し
藤井寺市違法駐車等防止条例に伴う交通啓発事業
委託料について、藤井寺駅周辺の現状とその必要
性について検討します。

○ ○ まち保全課

違法駐車台数の記録を継続して実施してきており、その台数の推
移に基づき効果検証を行っている。効果検証の結果、減少傾向が
続いており駐車台数自体も他の曜日と比較して少ない曜日がある
場合は、次年度以降その曜日の業務実施を行わない等の検討を
行い、委託額削減に努めている。
また、委託先のシルバー人材センターと協力し、啓発員の方から
現場での問題点等の聴き取りを実施し、現状把握に努めている。

ｰ B

5-9 その他の行財政改革に関する取組公金管理の見直し
公金管理アドバイザーの配置や公金管理連絡調整
連絡会の設置など、適正で有利な公金管理につい
て検討します。

○ 会計室

資金管理を所管する関係部局と調整を行い、定期預金を含む安
全かつ円滑な公金の保管を行った。
低利率が続いてはいるが一部金利の見直しのあった定期預貯金
について、関係部局との調整を行い保管の検討を行った。

ｰ B

5-10 その他の行財政改革に関する取組各課配備携帯電話料金の見直し
MVNOを活用した、携帯電話料金の節減について検
討します。

○ 総務課

令和４年度は、各課へのヒアリング等を踏まえ、契約台数を必要
最小限に削減。現在の使用用途にあっては、最も安いプランと
なっていることを確認した。今後、令和８年３月３１日をもって３Ｇ
サービスが終了することから、その際に改めて携帯電話のあり方
を再検討すべきである。なお、現状において総務課一括契約によ
るメリットが失われていることから、今後新たにスマホの購入を検
討する際は、必要とする事務事業ごとに費用対効果を検証したう
えで、当該事務事業の担当課がコスト意識をもって契約していくこ
とが望ましいと判断する。

62 S

政策推進課

庁議以外の会議における共通ルールの確立にまでは至らなかっ
たが、LoGoチャットを用いた資料の事前提供をはじめ、会議の
チャット開催やイントラネット（Garoon）のスペース機能を用いた意
見交換や情報交換などを行うことで、効率的な会議を実施するこ
とができた。引き続き、ICTによる効率的な会議の開催手法を探っ
ていく。

0 B

情報政策課
無線PCや大型ディスプレイの活用及び庁内グループウェア、ビジ
ネスチャットツールでの資料の事前共有の運用を周知することで
ペーパーレス化、会議時間の短縮を促進することができた。

ｰ S

効率的な会議を実施するため、事前に資料を確認し
ておく等の共通ルールを策定することや、資料の電
子化、短時間のスタンディング会議の実施について
検討します。

会議実施方法等の見直しその他の行財政改革に関する取組5-11 ○

○
PPC用紙の更なる使用削減のため、総務課にて一
括管理している予算を、各部配当に変更することに
ついて検討します。

PPC用紙の配当方法の見直しその他の行財政改革に関する取組5-6
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市民 庁内

取組分類※
R5評価

R5年度効果額
（千円）

R5総括取組中心課（室）取組内容取組項目方針項目番号

5-12 その他の行財政改革に関する取組文書管理（ファイリング）の見直し
文書管理のルールを再検討し、庁内統一的な整理
整頓を推進することにより、事務の効率化を図ること
を目指します。

○ 総務課
公印規則、文書取扱規程の改定案を策定している。
また、電子決裁・文書管理システムの導入に合わせて、新たに
「文書分類」を設定できるよう検討を進めている。

ｰ S

政策推進課

シティセールスリーダーの設置やシティセールス研修を引き続き
実施することができた。また、令和5年度においては効果的な情報
発信を行うために必要なスキルを取得するための研修を実施し
た。

0 A

観光課
市インスタグラム「フジイデライク」を活用した企画を行い、更なる
フォロワー数の増加を図るとともに、他のSNSツールも積極的に活
用し、市の魅力発信に努めている。

ｰ S

5-14 その他の行財政改革に関する取組公共交通あり方検討
市民の意見を取り入れた、公共交通の最適なあり方
を検討します。

○ ○ まち建設課
本市にとって最適な公共交通の導入に向け、引き続き関係者との
協議を行っている。

ｰ B

シティセールス事業の推進その他の行財政改革に関する取組 ○5-13
全庁横断的な取組としてシティセールスを推進し、
「選ばれる街」を目指します。
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